
 

平成 20 年 6 月 24 日 

 

 

本部機構改革の実施について 

 

 

 足利銀行（頭取 池田 憲人）は、本部組織の機構改革を下記のとおり実施いたしま

したので、お知らせいたします。 

 

記 
 

１．本部機構改革の概要（本部組織の新旧対比表は別紙のとおり） 

（１）営業統括部へのコンサルティング推進グループの新設 

個人金融資産取引を強化するため、営業統括部に「コンサルティング推進グルー

プ」を新設し、預かり資産取引推進およびコンサルティング営業に係る機能を集

約する。 

（２）事務企画部における不正取引防止等に係る分掌追加、変更 

不正取引防止に関する法令施行等に対応するため、事務企画部の所管業務に不

正取引防止に係る企画、管理、指導を追加する。 

（３）システム室への 3グループの新設 

システム構築に係る統括・管理態勢の強化をはかり、次期基幹システムの円滑

な導入を実現するため、システム室に、｢企画管理｣、｢プロジェクト推進｣、およ

び｢情報系｣の 3グループを置く。 

（４）総合企画部および総合管理部の設置 

受皿移行後において、持株会社の組織運営が銀行との兼務体制となることを踏

まえ、これに対応する銀行の組織・分掌について持株会社との整合をはかり、兼

務による業務運営の効率性・適切性を確保するため、総合企画部および総合管理

部を設置する。企画室、リスク統括室の一部、および総務主計室･主計グループを

総合企画部に統合し、また、人事部、総務主計室･総務グループ、およびリスク統

括室の一部を総合管理部に統合する。 

（５）以上に伴い、本部組織を 8部 10 室 15 グループから 9部 9室 19 グループに変更

する。 

 

２．実施日  平成 20 年 6 月 24 日（火） 

以 上 
 



本 部 組 織 新 旧 対 比 表

（現状） （変更後）

8部、10室、15グループ 9部、9室、19グループ

広 報 室

シ ス テ ム 室

ﾘ ﾃ ｰ ﾙ 企 画 部

主 計 グ ル ー プ

人 事 部

リ ス ク 統 括 室

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾀ ﾞ ｲ ﾚ ｸ ﾄ営業ｸﾞﾙｰ ﾌ ﾟ

ｶ ﾞ ﾊ ﾞ ﾅ ﾝ ｽ事務局

監 査 部

総 務 グ ル ー プ

公 務 金 融 室

事 務 企 画 部

市 場 企 画 グ ル ー プ

市 場 営 業 グ ル ー プ

国 際 業 務 グ ル ー プ
市 場 管 理 グ ル ー プ

市 場 金 融 部

地 域 金 融 部

融 資 管 理 部

チャネル企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ

市 場 運 用 グ ル ー プ

ｿﾘｭｰｼｮﾝ営業ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｺ ﾝ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｱ ﾝ ｽ 統 括 室

与 信 企 画 グ ル ー プ

営 業 統 括 部

与 信 統 括 室

総 務 主 計 室

企 画 室

営 業 統 括 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

東 京 事 務 所

法 人 開 拓 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

別紙

Ｃ Ｓ 推 進 事 務 局

広 報 室

シ ス テ ム 室

ﾘ ﾃ ｰ ﾙ 企 画 部

人 事 グ ル ー プ

リ ス ク 統 括 室

ﾏｰ ｹ ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ企画ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｶ ﾞ ﾊ ﾞ ﾅ ﾝ ｽ事務局

監 査 部

総 務 グ ル ー プ

公 務 金 融 室

事 務 企 画 部

市 場 企 画 グ ル ー プ

市 場 営 業 グ ル ー プ

国 際 業 務 グ ル ー プ
市 場 管 理 グ ル ー プ

市 場 金 融 部

地 域 金 融 部

融 資 管 理 部

チャネル企画 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

市 場 運 用 グ ル ー プ

ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 営業 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

ｺ ﾝ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｱ ﾝ ｽ 統 括 室

与 信 企 画 グ ル ー プ

営 業 統 括 部

与 信 統 括 室

主 計 室

営 業 統 括 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

東 京 事 務 所

法 人 開 拓 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

Ｃ Ｓ 推 進 事 務 局

ﾀ ﾞ ｲ ﾚ ｸ ﾄ 営 業 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

総 合 企 画 部

総 合 管 理 部

企 画 管 理 グ ル ー プ
プロジェクト推進グループ

情 報 系 グ ル ー プ


